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 アメリカ合衆国憲法（以降、合衆国憲法）は、1866 年の福沢諭吉訳から 2019 年まで





 まず、第 1 部「導入」では、第 1 章で研究の背景、目的、意義および本論文の構成を 
示した後、第 2 章では再翻訳と法令・法務翻訳に関する先行研究を概観し、非文学テク 
ストの再翻訳が未開拓の研究分野であることを示した。第 3 章では、本研究が理論的枠




























 本研究が理論的に示唆することは、第 1 に、社会・文化状況に照らして翻訳事象を記
述し分析する DTS は合衆国憲法日本語訳の歴史研究においても有効ということだ。DTS 
は目標テクスト志向である点、また、翻訳事象に法則性を求めている点で限界はあるが、 










































を持つべきとする Pym (1998)の提案を受け、テクストに基づく DTS に「人」の要素も
加えている。また、関連理論として、多元システム理論、スコポス理論、再翻訳理論（仮説）、
アプレイザル理論の本研究における有効性についても検討している。 
【研究方法】 
言語学と歴史学の知見を導入し、翻訳者の履歴や訳者あとがきといったパラテクスト、
日本・米国の状況と日米関係に関する史料、訳文テクストに基づく質的分析と、原文・
訳文コーパスに基づく量的分析を組み合わせた研究方法を採用している。特に、質的分
析で重きを置くのは、日米の社会・政治状況や日米関係と翻訳目的の変遷の関連づけで
ある。コーパス分析では、主権者（people、citizen）と義務のモダリティの法助動詞（shall） 
の訳出に焦点を置き、翻訳目的が訳出方法に明示的に反映されているかを分析している。 
【分析結果と今後の研究課題】 
翻訳者個人のレベルでは合衆国憲法の日本語への翻訳の動機や目的は多様であるも 
のの、日本と米国の各社会・政治状況や両国関係に照らした全体的な視点から見ると、
合衆国憲法日本語訳の歴史は、同憲法に対する「全般的知識の普及」「理解の促進」「日本
の視点からの解釈」「多様な読者と用途」といった総体的な目的の変遷に沿って説明でき
ると本論文は結論づけている。また、主権者を表す用語と法助動詞 shall など合衆国憲
法の解釈の根幹に関わる部分での訳出にはほとんど差異がないことを示している。 
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今後は、他の憲法とその翻訳事例を分析することによって、本論文の結論との関連性を 
模索する研究が可能である。 
【論文の形式】 
用語の定義、研究の対象範囲が明確に示され、一貫性と結着性のある議論が展開され
る構成となっている。図表の効果的な使用が可読性向上に役立っている。 
 
（２）論文の評価 
本論文は、研究対象のオリジナリティ、資料の網羅的な収集、量的・質的分析を融合
させた研究方法の堅固さ、緻密な分析、理論的枠組みに基づく明晰な考察という点で優
れており、再翻訳、法令・法務翻訳、翻訳史に焦点を置く研究コミュニティーに対し有
益な情報と論考を提供するものだ。特に以下の点で高く評価できる。 
まず、従来の再翻訳研究では、文学作品を対象に数点の再翻訳テクストを分析するの
が主流だった。しかし本論文では、文学外のテクストを扱い、100 点以上の再翻訳テク
ストを概説し、そのうち 40 点以上を詳細に分析したという点でオリジナリティがある。
先行研究や理論的枠組みに対する批判的検討も、的確な理解に基づき精緻に展開されてい
る。また、一次・二次資料を網羅的に収集し、原文と訳文のコーパスを構築し、質的・量的両
側面から緻密な分析も行っている。さらに、分析結果の理論的示唆に関して、DTS にお
ける課題の克服、再翻訳仮説の反証、多元システム理論の限定的有効性などを論じたこ
とは翻訳理論の探究にとって意義がある。 
翻訳研究に対する本論文の主な学術的貢献としては以下の 3 点がある。まず、文学中
心だった再翻訳研究に非文学の視点を加え、100 点以上の訳文を対象にした研究を提示
したことで再翻訳の事例研究に厚みを加えた。第 2 に、日本の翻訳史研究において、起
点・目標両文化の社会・政治状況と関連づけた質的分析と原文・訳文コーパスを基にし
た量的分析を融合させた研究手法の有効性を新たに示した。最後に、目標文化偏重とい
う批判もある DTS に、起点文化に対する同等の注意および翻訳者中心の視点を取り入
れることで、DTS の発展的応用性を実証した。翻訳史におけるこうした研究手法や理論
的枠組みの批判的援用というアプローチは今後の翻訳・通訳研究において参照されるべ
きものだと考える。 
さらに、本論文は、合衆国憲法のみならず、その影響を受けたとされる日本国憲法に
関する法学・歴史・政治学研究に対しても、翻訳研究の立場から新たな知見を提供して
いる。特に、補遺として提示された日米関係と合衆国憲法日本語訳の年表、翻訳者の属
性リスト、訳文の書誌情報などは、網羅的かつ整理分類が明快なものとなっており、今
後、貴重な資料として多方面での活用が期待できる。 
本研究の成果を踏まえ、今後は、アプレイザル理論の部分的適用に対する批判的検討
や「独立宣言」など同時代テクストへの言及、翻訳者へのインタビューを含めた研究へ
の発展を期待する。
